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令和８年度  御坂西小学校  いじめ防止基本方針     

 

                                                        笛吹市立御坂西小学校 

 

Ⅰ  いじめ問題に関する基本的な考え方  

 

【はじめに】 

 学校は、学習の場であるとともに、集団生活を通して社会性を身につける場でもある。人と

関わる中で自分の思いを伝えたり、人の思いを感じ取ったりすることで社会性を培っていくの

である。よりよい関わりを求める中では、ぶつかり合ったり悩んだりすること（摩擦）も、人と

しての成長にとって大切なことである。しかし関わる力が弱かったり経験が足りなかったりし

ている子どもたちにとって、こうした摩擦は一つ間違うといじめとなってしまうこともある。 

 もとより、いじめは決して許される行為ではない。しかし、いじめはどの子どもにも、どの学

校にも起こりうることであり、どの子どもも被害者にも加害者にもなり得る事実を踏まえ、学

校、家庭、地域が一体となって、未然防止・早期発見・早期対応に取り組まなければならない。 

 いじめは、いじめを受けた児童の心身の健全な成長に重大な害を与え、その生命または心身

に危険を生じさせる恐れがある。すべての児童がいじめを行わず、いじめを放置せず、いじめ

が心身に及ぼす影響を理解する必要がある。 

 いじめ問題は、学校長のリーダーシップのもと、学校全体で組織的に進めていく必要がある。

学校全体でいじめ防止と早期発見に取り組むとともに、いじめが疑われる場合は、適切かつ迅

速にこれに対処し、さらにその再発防止に努めていきたい。 

 とりわけ、「いじめを生まない学校づくり」を目指し、教育活動全体を通して、好ましい人間

関係づくりや豊かな心の育成等のために日々取り組んでいく必要がある。 

 いじめ防止対策推進法（平成 25 年 9 月 28 日施行）１３条の規定及び国のいじめ防止等のた

めの基本的な方針に基づき、本校におけるいじめ防止等のための対策に関する基本的な方針を

策定した。 

 

１ いじめの定義 

 「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童が在籍する学校に在籍している等、当該児童と一

定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為(インターネット

を通じて行われるものを含む)であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じて

いるものをいう。（いじめ防止対策推進法 第一章 第二条） 

【物理的影響とは】 

  身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、いやなことを無理矢理させられ

たりすることをいう。けんかやふざけ合いであっても、見えないところで被害が発生してい

る場合もあるため、背景にある事情の調査を行い、児童の感じる被害性に着目し、いじめに

該当するか否かを判断する。 

【重大事態とは】 

 ・いじめにより、児童の生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき 

 ・いじめにより、児童が相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある

と認められるとき 

 ・児童や保護者から、いじめられて重大事態に至ったという申し出があったとき 

 

２ いじめに関する基本的認識  

  「いじめ問題」には以下のような特質があることを十分に認識して、的確に取り組むこと

が必要である。 

（１）いじめは、人間として決して許されない行為である。 

   いじめは許されない、いじめる側が悪いという毅然とした態度を徹底する。 

   いじめは子どもの成長にとって必要な場合もあるという考えは認められない。 

（２）いじめは、どの児童にも、どの学校、どの学級にも起こりうることである。 

（３）いじめは、大人が気付きにくいところで行われることが多く発見しにくい。 

（４）いじめは、様々な様態がある。 
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（５）いじめは、いじめられる側にも問題があるという見方は間違っている。 

（６）いじめは、教職員の児童観や指導のあり方が問われる問題である。 

（７）いじめは、解消後も注視が必要である。 

（８）いじめは、家庭教育のあり方に大きな関わりを有している。 

（９）いじめは、学校、家庭、社会など全ての関係者が連携して取り組むべき問題である。 

 

 

Ⅱ  いじめ対策の組織  

 

 「いじめ問題」への組織的な取組を推進するために、以下の「御坂西小いじめ対策委員会」を

設置し、この組織が中心となり、教職員全員で共通理解を図り、学校全体で総合的ないじめ対

策を行う。 

（１）いじめ対策委員会の役割 

 ・学校が組織的にいじめ問題に取り組むに当たっての中核となる。 

・学校のいじめ防止基本方針に基づく取組の実施及び年間計画の作成・実施・検証・修 

正の実施。 

 ・いじめの相談・通報の窓口になる。 

・いじめ防止に関する実態把握と対策の推進 

・いじめの疑いに係る情報があった時、緊急会議を開き、いじめの情報の迅速な共有、 

事実関係の聴取、指導や支援の体制づくり、対応方針の決定、保護者との連携といっ 

た対応を組織的に実施する。 

（２）いじめ対策委員会について 

 ・「御坂西小いじめ対策委員会」の構成員 

  〈校内構成員〉学校長、教頭、主幹教諭、生徒指導主任、教育相談担当職員、養護教諭、学

年主任、その他関係職員（特別支援教育主任、担任等） 

  〈校外構成員〉スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクールサポータ

ー、教育委員会指導主事、関係機関の助言者等 

  ・事務局は、生徒指導主任が担当し、会議の運営を行う。いじめ対策委員会は、必要に応じて

開催する。なお、夕礼時にはいじめ対策委員会を拡大し、児童の様子を全職員で共有する。 

 

  

Ⅲ  未然防止の取組  

 

 いじめ問題において、「いじめが起こらない学校・学級づくり」を始めとする未然防止に取り

組むことが最も重要である。未然防止の基本は、好ましい人間関係を築き、確かな学力と豊か

な心を育て、規則正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できる学校づくりを進めてい

くことである。すべての児童が活躍できる場面を作り出す視点で、「授業づくり」と「集団づく

り」を見直すならば、トラブルが発生しても、それがいじめへとエスカレートすることもなく

なってくるはずである。 

 「居場所づくり」や「絆づくり」をキーワードに学校づくりを進め、すべての児童に集団の一

員としての自覚や自信を育て互いを認め合える人間関係・学校風土をつくり出していく。その

ためには、支持的な教育風土をもつ学級づくりが基盤となる。 

児童には、傍観者とならず、教師集団への報告を始めとするいじめを止めさせるための行動

をとることの重要性を理解させるように努める。いじめに向かわない態度・能力の育成に向け

た指導に当たっては、児童がいじめ問題を自分のこととして考え、議論するような実践的な取

組を行う。特に配慮が必要な児童については、日常的に当該児童の特性を踏まえた支援を行う

とともに、保護者との連携、周囲の児童に対する必要な指導を組織的に行う。さらに、教職員の

言動が、児童を傷つけたり、他の児童によるいじめを助長したりすることのないよう、指導の

あり方にも細心の注意を払う。 

（１）「主体的対話的で深い学び」の推進 

・「わかる」「できる」が実感できる授業の推進 

・基礎的・基本的な学習内容の定着と課題を解決する力を育む授業の推進 

・児童の興味・関心を生かした自主的、自発的な学習を促す「個別最適な学び」と「協働的
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な学び」の充実 

・ICT機器を効果的に取り入れた授業の充実 

（２）集団づくりの充実 

・肯定的な評価を大切にした学級経営、児童会行事等の推進 

・児童の自主性や主体性を大切にした活動の充実 

・異年齢集団による交流の推進 

（３）豊かな心を育む教育の推進 

・思いやりや自己肯定感を育む特別活動の充実 

・自他を尊重し、考えやよさを認め合う道徳教育、人権教育の推進 

・「SOSの出し方に関する教育」の推進 

（４）情報モラル教育の推進 

・情報機器やインターネットを適切に活用する能力の育成 

・人権などの権利を尊重し行動に責任をもつ態度の育成 

・個人情報や著作権に関する学習の充実 

（５）家庭や関係機関等との連携の推進 

 ・学校いじめ防止基本方針の保護者等への周知（年度当初） 

 ・保護者との児童に関する情報の共有 

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、関係機関等の活用 

・地域の人的・物的資源の活用 

（６）教職員のいじめ防止に向けた意識の向上 

 ・「傾聴、受容、共感」を大切にした児童理解 

・職員会議や校内研究会等におけるいじめやSNSに関する研修の実施 

 ・学級担任と専科担当教員等の協働体制による児童の実態把握 

 

Ⅳ  早期発見の取組  

 

 いじめは、早期発見が早期解決につながる。早期発見のために、日頃から教職員が児童との

信頼関係を構築することに努めることが大切である。 

 いじめは、教職員や大人が気付きにくいところで起きており、潜在化しやすいことを認識す

る必要がある。児童達の些細な言動から、小さな変化を敏感に察知し、表情の裏にある心の叫

びを敏感に感じ取れる感性を高め、傍観者とならずいじめを見逃さない力を向上させることが

求められている。 

 日頃から、児童が示す変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保つようにすること

が大切である。定期的なアンケート調査や教育相談の実施により、児童がいじめを訴えやすい

体制を整え、実態把握に取り組む。また、児童に関わることを教職員間で共有し、保護者とも連

携して情報を収集するように努める。 

 

 【早期発見のための手立て】  

  

 教師の日頃からのきめ細かな観察と、子どもたちからの情報が集まりやすくしておくことが

何よりも大切である。いじめを見逃さない目と、子どもの叫びやつぶやきを聞き逃さない耳を

持つことである。それを補うものとして、以下のことも有効に生かして行きたい。 

（日常的な取組） 

  ①日々の児童観察（学校生活や授業等） 

  ②個人ノート、生活ノート、日記 

  ③保健室や図書室等の児童の様子 

  ④職員会議・生徒指導部会等の情報交換 

（実態把握） 

  ①児童のアンケート調査（年間２回：７月、１２月） 

  ②個人面談 

（相談活動） 

  ①本人からの相談 
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  ②周りの友だちからの相談 

  ③スクールカウンセラー等の各種教育相談 

（保護者・地域・関係機関等と連携） 

  ①保護者面談や教育相談の実施、電話相談窓口の周知 

  ②地域の方からの情報提供 

  ③関係機関等（スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等）からの情報提供 

 

 

Ⅴ  いじめへの対処  

 

 １ 基本的な考え方 

  いじめの発見・通報を受けた場合には、特定の教職員で抱え込まず、速やかに組織的 に

対応する。被害児童を守り通すとともに、教育的配慮の下、毅然とした態度で加害児 童を

指導する。その際、謝罪や責任を形式的に問うことに主眼を置くのではなく、社会 性の向

上等、児童生徒の人格の成長に主眼を置いて指導を行うことが大切である。 

  いじめ防止対策委員会を中核にしながら、教職員全員の共通理解の下、保護者の協力 を

得て、関係機関・専門機関と連携し、対応に当たる。 

 

 ２ いじめの発見・通報を受けた時の対応 

  遊びや悪ふざけなど、いじめ疑う行為を発見した場合、その場においてその行為を止 め

さる。いじめを受けた児童やいじめを知らせた児童の安全を確保する。発見・通報を 受け

た教職員は一人で抱え込まず、いじめ防止対策委員会に報告し、情報の共有化とその対策を

講じる。 

  いじめが犯罪行為として取り扱われるべきと認められる場合は、市教育委員会と連絡 を

取り、所轄警察署とも相談していく。また、いじめが「重大な事態」と判断された場 合は、

笛吹市教育委員会からの指示に従って必要な対応を行っていく。 

 

 ３ いじめられた児童生徒又はその保護者への支援 

    いじめを受けた児童から、事実や状況等の聞き取りを行う。また、家庭訪問等により その

日のうちに迅速に保護者に事実関係を伝え、いじめられた児童を徹底的に守り通すことや今

後の対応について伝える。 

 

 ４ いじめた児童生徒への指導又はその保護者への助言 

    いじめたとされる児童からも事実確認等の聞き取りを行い、いじめがあったことが確 認

された場合、学校は組織的にいじめを止めさせ、その再発を防止する措置を講ずる。 

    いじめた児童への指導に当たっては、いじめは人格を傷つけ、生命・身体または、財 産を

脅かす行為であることを理解させ、自らの行為の責任を自覚させる。なお、いじめを加えた

児童が抱える問題など、いじめの背景にも目を向け、該当児童の健全な人格の発達に配慮す

る。また、保護者とも連携をする中で、その対応とよりよい成長が図られるようにする。 

    単に謝罪をもって安易に解消とすることはできない。いじめが「解消している」状態とは少

なくとも次の２つの要件が満たされていることを見極め、取り組む。 

  【要件】 

   ①いじめに係る行為が止んでいること。目安としていじめが止んでいる状態が３か 

月間継続していること。いじめ被害の重大性等によっては長期間の設定が必要である。 

②被害児童が心身の苦痛を感じていないこと。いじめに係る行為が止んでいるかどうか

を判断する時点において、被害児童がいじめによる心身の苦痛を感じないと認められ

ること。 

上記のいじめが「解消している」状態とは一つの段階にすぎず、いじめが再発する可能性

があることを踏まえ、被害者及び加害者児童について日常的に注意深く観察する必要がある。 

 

 ５ いじめが起きた集団への働きかけ 

    いじめを見ていた児童に対しても、自分の問題として捉えさせる。また、はやし立て るな

ど、同調していた児童に対しては、それらの行為はいじめに加担する行為であることを理解
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させる。なお、学級全体で話し合うなど、いじめは絶対許されない行為であり、根絶しようと

いう態度を育てる。 

 

 ６ ネット上のいじめへの対応 

    ネット上の不適切な書き込み等については、被害の拡大を避けるため削除する措置を 取

る。児童に対して、ネット上のいじめは犯罪であること、重大な人権侵害に当たることを理

解させるための情報モラル教育の充実を図る等の必要な教育活動を実施する。また、パスワ

ード付きサイトやＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）、携帯電話等のメールを利用

したいじめなどについては、保護者においても理解を求めていく。 

 

７ いじめの重大事態への対応 

いじめの重大事態については、本基本方針（２ いじめ防止に向けての基本的な考え方）

及び「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」により、適切に対応するものと

する。 

 

（１）「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」が示すチェックリストを用いた平時

からの備え 

① チェックリストの 12 のチェックポイントに基づく点検の実施 

（２）教育委員会又は学校による調査（「笛吹市いじめ防止基本方針」より） 

① 重大事態の発生と調査 

ア 調査を要する重大事態の例 

      〇生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

・児童が自殺を図った場合 

・身体に重大な被害を負った場合 

・金品等に重大な被害を被った場合 

・精神性の疾患を発症した場合 

     〇相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき 

・不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とするが、児童が一定期間、連続して

欠席しているような場合も教育委員会または学校の判断で重大事態ととらえる。 

    〇児童や保護者から、いじめられて重大事態に至ったという申し立てがあったとき 

・児童や保護者からの申し立ては、学校が把握していない極めて重大 な情報である

可能性があることから、調査をしないまま、いじめの重大事態ではないと断言で

きないことに留意する。 

イ 重大事態の報告 

      重大事態が発生した場合、教育委員会を通して市長に、事態発生について報告する。 

ウ 調査の趣旨及び調査主体 

     教育委員会の指示のもと対応するが、学校が調査主体となる場合は、教育委員から必

要な指導、また、人的措置も含めた適切な支援を受ける。 

エ 調査を行う組織 

     その事実が重大事態であると判断したときには、当該重大事態に係る調査を行うため

に、速やかにその下に組織を設ける。 

   オ 事実関係を明確に至る要因となったいじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰から、ど

のような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係、教職員対

応方法など事実関係を可能な限り網羅的に確認し、因果関係について客観的な事実に

基づいて調査する。この際、因果関係の特定を急ぐべきではく、客観的な事実を速や

かに調査する。 

      調査に当たっては、学校の設置者・学校自身が、たとえ不都合なことがあったとし

ても、事実にしっかりと向き合おうとする姿勢が重要である。学校の設置者又は学校

は、調査組織等に対して積極的に資料を提供するとともに、調査結果を重んじ、主体

的に再発防止に取り組まなければならない。 

  

〈具体的な対応〉 

〇いじめられた児童からの聞き取りが可能な場合の対応 
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・いじめられた児童から十分に聴き取るとともに、在籍児童や教職員に対する質問紙調査

や聞き取り調査を行う。この際、個別事案が広く明らかになり、被害児童や情報提供者

に被害が及ばないように十分に配慮する。 

・調査による事実関係の確認とともに、いじめた児童の保護者に対しても聴き取った事実

関係を十分に説明する。 

 〇いじめられた児童からの聴き取りが不可能な場合の対応（いじめられた児童が入院や死亡

した場合） 

・当該児童生徒の保護者の要望・意見を十分に聴取し、今後の調査について 説明を行い

調査に着手する。 

・調査方法は、原則として在籍児童や職員に対して質問紙調査や聴き取り調査等を行う。 

 〇いじめられた児童が自殺した場合の対応 

・その後の自殺防止に資する観点から、自殺の背景調査を実施する。 

   調査は公平性・中立性を確保したうえで専門委員会が行う。調査をする際、亡くなった

児童の尊厳を保持しつつ、遺族の気持ちに十分配慮しながら、遺族に対して調査方法調

査方法その他の調査について説明を行う。また、必要に応じて同意を得るなどして、児

童への聴き取り調査、質問紙調査を行うが、くれぐれも遺族の失意の思いに対して配慮

を欠くことのないように心がける。 

・調査により知り得た情報については、プライバシーへの配慮の上、できる限り偏りのな

い資料、情報を集め、その信頼性の吟味を含めて事実関係を客観的かつ総合的に分析評

価する。 

・当該校においては、友人の死に直面し、児童の心の動揺や学級内に落ち着かない様子が

見受けられるなど、心理的な心配がある場合には、スクールカウンセラーを要請するな

ど必要な措置をとることとする。また、児童の自殺には連鎖の可能性があることなどを

踏まえ、報道の在り方に特別の注意が必要となるので教育委員会と綿密な連携を図りな

がら慎重に対処する。 

 

② 調査結果の提供及び報告 

   ア いじめを受けた児童及び保護者に対する情報の提供 

学校は、いじめを受けた児童やその保護者に対して、事実関係等その他必要な情報

を提供する責任を有することを踏まえ、調査により明らかになった事実関係について、

いじめを受けた児童やその保護者に対して適時・適切な方法で説明する。 

これらの情報提供にあたっては、他の児童のプライバシー保護に配慮するなど、関係

者の個人情報に十分配慮し、適切に提供する。 

   イ 調査結果の報告 

調査結果は、市長に報告する。上記のアの説明結果を踏まえて、いじめを受けた児童

又は保護者が希望する場合には、いじめを受けた児童又は保護者の所見をまとめた文書

の提出を受け、調査結果の報告に添えて市長に送付する。 

 

Ⅵ．その他の留意事項  

 

 １ 組織的な指導体制 

  いじめへの対応は、学校長を中心に全教職員が一致協力体制を確立することが重要で  

ある。一部の教職員や特定の教職員が抱え込むのではなく、学校おける「いじめの防止

等の対策のための組織」で情報を共有し、組織的に対応することが必要であるいじめが

あった場合の組織的な対処を可能とするよう、平素からこれらの対応のあり方について、

すべての教職員で共通理解を図る必要がある。 

 

  ２ 校内研修の充実 

  いじめをはじめとする生徒指導上の諸問題等に関する校内研修などを行う。年間１回  

程度の研修会を実施し、全教職員の共通理解を図る。 

 

 ３ 校務の効率化 

  児童と向き合う時間を確保し、いじめ防止等に適切に取り組んでいけるよう一部の教  
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職員に加重負担がかからないように、校務分掌を適正化し、組織的な体制を整えるとと  

もに、チームとしての意識が持てるように働きかける。 

 

  ４ 学校評価・教職員評価 

学校評価において、いじめの問題を取り扱うに当たっては、いじめの有無だけを評価  

するのではなく、目標に対する具体的な取組状況や達成状況を評価し、その改善に取り  

組む。また、教職員評価においても、いじめの問題に関する目標設定や対応状況を評価 

する。 

 

  ５ 地域や家庭との連携について  

    日常的な保護者等の連携を大切にしながら、家庭訪問、学年・学級懇談会等による保  

護者と児童のよりよい成長を図る。 

    開かれた学校づくりを通して、民生委員や保護司など、地域住民や保護者といじめ等  

の情報収集を行う。また、地区学習会等を通して、地域連携をより一層深める。 

 

６ 児童の主体的な取組 

 児童がいじめの問題を自分のこととしてとらえ、考え、議論することにより、いじめ

に対して正面から向き合うことができるようにする。具体的には、特別の教科道徳を始

め児童会活動や学級会活動の中に、「いじめはどんな理由があろうとも絶対に許される

ことではない」ことを、お互いが意識できる「いじめのない御坂西小児童会」をめざす

取組を仕組んだり、各学級においても、民主的な開かれた学級を自分たちでつくってい

く意識を高めたり、すべての児童が楽しい学校生活を送れるように取り組んでいく。 
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笛吹市いじめ防止基本方針（令和 7 年 2 月改定）より抜粋 


